
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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０２ 健やかで笑顔にあふれ、互いに支えあうまちを目指します
０７ 安心できる暮らしの実現
０３ 生活を支える年金の受給権確保の支援

保険年金課長  舘澤　俊幸

１．施策の平成28年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

老後や万が一の場合に、年金という経済的基盤が確保されているということは、滝沢市民が幸福を実感するための重要な要

素である「所得・収入」につながると考えています。この施策では、国民年金被保険者に対し、各種届出や給付の相談、啓

発を行うことで、生活を支える年金の受給権の確保を支援し、市民一人一人が健やかに安心して暮らせる状態とすることを

目指しています。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮

ら

し

老後が不安なく暮らせると思っている人の割合

1 14.6 14.8 15 15.2 15.4 Ａ
％ 14.4

15.7 16.6 - - - 220.0

幸

福

老後の生活設計に不安がない人の割合

2 18 18.5 19 20 21 Ａ
％ 17.8

20.1 20.9 - - - 96.9

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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国民年金制度の広報
1

13 13 13 13 13 13
回

12 13 15 14 - -



針についての達成（実現）状況
Ａ 達成した

Ａ 達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての平成28年度までの取り組み状況を分析する

老後や万が一の場合に、年金という経済的基盤が確保されていることは、市民が幸福

政

を実感するための重要

 

な要素であり、

国民年

 

金被保険者に各種届け

 

出や給付の相談、啓発

 

を行うため、広報たき

策

ざわを活用するととも

:

にチラシを配布しまし

基

た。

また、国民年金窓

本

口相談員を配置し、よ

施

りきめ細かい窓口対応

策

に努めたことにより納

:

付率も向上することが

施

できました。

(２) 

 

基本計画内の取り組み

 

と方針のうち、平成2

 

8年度の重点課題の達

 

成（実現）状況

【重点

策

課題】

制度改正の周知

:

と年金受給権の確保の

施

支援

【重点課題に対応

策

した達成状況】

制度改

担

正による内容の周知や

当

窓口での各種届出、給

職

付の相談、年金ネット

・

による年金記録の交付

氏

を積極的に行い、受給

名

権の

確保の支援を行う

(

ことができました。

３

１

．施策の実現に向けて

)

の平成28年度実施後

 

での変化を認識する

国

施

民年金制度は、毎年の

策

ように制度改正が行わ

目

れています。また、平

標

成２９年８月より、年

の

金の受給資格期間が２

達

５年から

１０年に短縮

成

されます。

基本施策達

（

成のため、生活を支え

実

る年金の受給権の確保

現

の支援継続が重要です

）

。

(１) 平成30年

に

度方針策定に際し、今

向

後の方向性や引継課題

け

【今後の方向性】

引き

た

続き年金受給権の確保

基

に向け、制度の周知と

本

年金受給権の確保を支

計

援する取り組みを進め

画

ます。

【引継課題】

年

期

金受給権確保のために

間

、各種手続きの支援と

内

啓発を継続実施する必

の

要があります。

取り組みと方



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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2,344 2,225 △5.1


